【資料３】

市町村施設整備資金貸付金の役割と効果
	　●厳しい財政状況であっても、必要な住民生活に密着した施設整備を支援。

　　《最近５年間（⑭～⑱）の貸付金額》　　         　　　　　　　　　（単位：百万円）
義務教育施設

（改修）

公園

（新設）

道路･街路

（新設･改修）

廃棄物

（新設･改修）

貸付金額

１，１４２．０ 
２，０４４．８ 
４，１７２．５ 
８３１．０ 
■財政健全化借換制度（平成14年度）

　・府内市町村の危機的な財政状況に鑑み、平成12年度の赤字団体を対象に、自主的な財政健全化への取組を前提として、借換えを実施。

　・平成12年度の赤字団体のうち８団体（豊中市、泉大津市、貝塚市、枚方市、泉佐野市、泉南市、四條畷市、交野市）が制度を活用することにより、平成18年度までに７団体が赤字を解消。（残 四條畷市）
１２年度

１３年度

１４年度

１５年度

１６年度

１７年度

１８年度

府内赤字団体数

１０ 
１０ 
９ 
９ 
４ 
４ 
４ 
全国赤字団体数

２１ 
２３ 
２３ 
２５ 
２０ 
２４ 
２４ 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （18年度赤字団体 守口市、藤井寺市、四條畷市、忠岡町）

■土地開発公社の健全化
　・国の土地開発公社健全化対策に加え、市町村が公社保有土地を買戻すための資金を支援。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　（単位：百万円）

１４年度

１５年度

１６年度

１７年度

１８年度

貸付実績（公社健全化分）

１，７４２ 
１，７４２ 
１，６１０ 
２，１９６ 
１，３１１ 
１４年度

１５年度

１６年度

１７年度

１８年度

総保有量／標準財政規模

３２．１ 
３１．４ 
２９．０ 
２５．７ 
２２．０ 
うち長期保有（5年以上）
２６．４ 
２６．３ 
２５．６ 
２３．５　
２０．２　
　　※国の土地開発公社健全化対策の指定団体（15団体）のうち、12団体が総保有量の対標準財政規模25％以上の削減などの目標を達成。
　　　（残 八尾市、高石市、交野市）


